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韓国における生ごみ処理の取り組みについて

ソウル事務所現場レポート現場レポート
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はじめに
生ごみ問題は、悪臭や害虫の発生、収集・処理にかかる

コストの増加など、さまざまな課題を抱えるものであり、
住民の生活に最も身近な行政分野の一つであるといえます。
本レポートでは、生ごみ問題を「単なる廃棄物処理」で

はなく、「資源管理」の一環として捉え、制度整備が進め
られてきた韓国における生ごみ処理に関し、現地の行政制
度や運用をもとに、制度の導入背景や定着の経緯、回収後
の再資源化の状況などについてご紹介します。

1990 年代に顕在化したごみ処理問題
韓国でごみ分別が制度として確立してきた背景には、

1990年代に顕在化したごみ処理問題があります。当時は、
ごみを細かく分別する習慣が十分に定着しておらず、家庭
から出されたごみは一括して回収される方式が一般的でし
た。また、ごみ処理にかかる費用は税金で賄われており、
ごみを多く出しても、その量に応じた負担が増加するわけ
ではないため、ごみ排出量の抑制につながりにくい状況に
ありました。
その結果、ごみの発生量は年々増加し、首都圏の生活ご

みを受け入れていた埋立地が1993年に飽和状態となり、
閉鎖に至りました。首都圏外の埋立地へ搬入される応急的
な対応がとられたものの、これを契機に、ごみ問題を根本
的に見直す必要性が社会的に認識されました。

発生抑制と再資源を目的とした制度
現在、韓国では、ごみの分別を義務化し、捨てる量に応

じて処理費用を負担する「ごみ従量制」が導入されており、
同時に、生ごみの処理の再資源化が進められています。
政府は、1995 年に紙やプラスチックなどのリサイクルを

義務化し「ごみ従量制」を導入しました。また、2005 年

には食品廃棄物の埋立を禁止し、生ごみについても地方自
治体ごとに従量制が進められました。2013年には全国的
に食品廃棄物処理計画が実施され、家庭ごみは必ず分別し
て捨てるように義務化されました。このごみ従量制では、
指定のごみ袋を購入することで事前に処理費用を支払う仕
組みが採られており、各個人がごみを出すことをコストと
して自然と認識することができる仕組みとされました。

制度定着までの過程
制度が導入された当初、ごみを捨てるためにお金を払う

ことへの抵抗感や、低所得層への影響を懸念する声もあり、
一時的に、生ごみをトイレに流す行為や不法投棄などの問
題も見られました。これに対し、自治体では制度の適正な
運用と定着を図るため、現場指導や過料制度を通じて分別
ルールの浸透を図ってきました。
また、制度を補完する形で、分別のルールを分かりやす

く伝えるための広報や教育が重ねられてきました。これに
より、ごみ従量制は確実に効果を上げ、ごみ排出量は大幅
に減少しました。
近年では、スマートフォンアプリによる分別情報の提供

など、市民が日常生活の中で迷わず行動できるような支援
策も充実しています。特に、分別方法が複雑になりがちな

指定ごみ袋
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現代の廃棄物事情を踏まえると、こうした情報提供の役割
は重要性を増しているといえるでしょう。

集合住宅に支えられる生ごみ分別の定着
生ごみを捨てる方法は、住宅形態によって異なります。

一戸建て住宅などでは、生ごみを指定袋や専用容器に入れ、
決められた曜日に捨てる方式が一般的です。自治体によっ
て回収日や方法に違いはあるものの、週に複数回の回収体
制が確保されています。
また、韓国では世帯の半数以上がマンションなどの集合

住宅に居住しており、この住宅構造が分別文化の定着に大
きな役割を果たしてきました。マンションごとに管理者が
存在し、共用のごみステーションの維持管理や分別ルール
の周知が行われるため、住民が比較的スムーズに分別を習
慣化することが可能となっています。
近年、特に注目されているのが、カードや ICチップを

用いて排出者を識別し、投入された生ごみの重量に応じて
処理費用を記録するRFID（Radio Frequency Identification）
方式の生ごみ計量機です。排出量に応じた処理費用を管理
費などで後日精算する仕組みで、使い勝手の良さから導
入が進んでいます。この方式を採用したマンション団地
では、生ごみの排出量が約４割削減された例も報告され
ており、環境面だけでなく、悪臭や害虫の減少といった
生活環境の改善にもつながっています。

さらに、家庭内で
生ごみを処理する専
用機器の普及も進ん
でいます。自治体に
よる補助制度を活用
することで導入の
ハードルが下がり、
日常の負担軽減とご
み減量を同時に実現
する手段として定着
しつつあります。

生ごみの再資源化
韓国の生ごみ政策の大きな特徴は、回収された生ごみを

可能な限り資源として活用するという明確な方針にありま
す。生ごみの埋立処分は2005年以降、原則として禁止

されており、捨てられた生ごみの約9割は飼料化や堆肥化、
バイオガス生産など、さまざまな再資源化が進められてい
ます。
回収された生ごみは、専用施設で異物を除去した後、粉砕・

乾燥され、主に家禽用の飼料として加工されます。これに
より、輸入飼料への依存を抑える効果も生まれています。
また、生ごみの一部は堆肥として農地に還元され、土壌

改良材として活用されています。こうした取り組みは、廃
棄物削減と農業分野における資源循環の両立につながって
います。
さらに、近年は、生ごみから発生するメタンガスを利用

したバイオガス事業も拡大しています。発電や地域エネル
ギーとして活用されることで、温室効果ガスの抑制にも寄
与しており、気候変動対策の観点からも評価されています。

おわりに
このように、韓国の生ごみ政策は、「ごみ処理」ではな

く「資源管理」という視点を軸に制度設計され、住宅環境
に応じた技術導入を取り入れながら展開されてきました。
生ごみ問題は、多くの自治体が直面する共通課題です。韓
国の取り組みは、制度を行政現場でどのように運用し、持
続可能な形で生活の中に定着させていくかを考える上で、
多くの示唆を与えてくれます。
今後もクレアソウル事務所では、地方自治体行政に関わ

るさまざまな制度や取り組みについて情報収集を重ねてま
いります。
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